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2ご挨拶
本⽇は、ご来訪いただきまして誠にありがとうございます。
当社はこれまで、⾃社の強みが⽣かせる事業活動そのものを
CSR活動と位置づけ、本業を通じて、様々な社会の要請に応
えることに努めてまいりました。
特に、インフラ整備と⽣活の向上に貢献する製品やサービス
の提供、製品の稼働現場と事業所における環境対応などに積
極的に取り組み、また、コマツウェイを通じた⼈材育成や
コーポレートガバナンスとコンプライアンスの徹底を、⻑い
時間をかけて推進してまいりました。
本⽇は、皆様⽅へ当社の CSR/ESG情報 をより深くご理解
いただくこと、また、皆様⽅の必要とする⾮財務情報のある
べき姿を当社⾃⾝がしっかり把握することを⽬的として、
ESG説明会という形で開催させていただきます。当社として
は初めて開催する説明会となりますので、ぜひ忌憚の無いご
意⾒を頂戴できれば幸いです。なにとぞよろしくお願いいた
します。



3本⽇の登壇者のご紹介

 ⽒ 名 岡⽥  正 岩本  祐⼀ 稲垣  泰弘 浦野  邦⼦

 出⾝地
 ⼊社年
 出⾝部⾨

 現 職

 趣 味 ゴルフ・スポーツ観戦 旅⾏・ドライブ 旅⾏・テニス 書 道

（ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ等）

常務執⾏役員
経営管理部⻑

法務管掌

常務執⾏役員
⼈事部⻑

経営企画系

常務執⾏役員
広報、CSR、総務、

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ管掌

常務執⾏役員
開発本部⻑
環境管掌

法務系 ⼈事系
1979年
東京都⼤阪府

1984年
開発系

全体総括・(Ｓ)説明者 (Ｅ)説明者 (Ｇ)説明者

静岡県
1984年

千葉県
1979年
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Ⅰ. 中期経営計画（2016-2018年度)
中⻑期ビジョンとESG
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コマツ
代表取締役社⻑（兼）ＣＥＯ

⼤橋 徹⼆

中期経営計画
(2016-18年度)

2016年4⽉27⽇



71. 中期経営計画のキャッチフレーズ
全世界のコマツグループ社員、販売代理店および協⼒企業などパートナーの皆さん
と⼒を合わせ、お客様の現場をお客様とともに⾰新し、新しい価値を創造する
イノベーションを提供することで、100周年に向け、コアビジネスである
建設・鉱⼭機械事業、産業機械事業での成⻑を⽬指します。
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コマツを
取り巻く

環境と課題

建設・鉱⼭機械
の需要

建設現場の
技能労働者不⾜

安全性/⽣産性の
向上とTCO改善

ＩｏＴ産業機械
の需要

ESGの課題

建設・鉱⼭機械は成⻑
産業であるが、当⾯は
停滞

⽇本では⼟⽊/建設現場
の労働⼒不⾜が進⾏
欧⽶・新興国でも技能
労働者は不⾜

建設・鉱⼭機械の現場
で、安全性/⽣産性の向
上、TCO*2低減のニー
ズが増⼤

⽣産現場、機械稼動現
場でＩoＴ*1による
イノベーションが進⾏

⾃動⾞会社の設備投資
増加や半導体の需要増
加により、産業機械の
需要は成⻑

企業によるE（環境）S
（社会）Ｇ（ガバナン
ス）に対する取組みへ
の評価の⾼まり

• コマツを取り巻く環境変化や課題に対応しながら成⻑を⽬指します。

2. コマツを取り巻く環境と課題

需要の環境変化

社会的な環境変化

現場の課題

イノベーションによる成⻑戦略
既存事業の成⻑戦略
⼟台強化のための構造改⾰

需要の変化
（イメージ）

*1 IoTとは、Internet of 
Things の略語であり、 モノ
をインターネットでつなぎ、
新たな価値を⽣み出すことを
指します。

*2 TCOとは、Total Cost of 
Ownershipの略語であり 、お
客様の稼動現場でのトータル
コストを指します。
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１．イノベーションによる成⻑戦略

コマツを取り巻く環境や課題に対して、『ダントツ商品』『ダントツサービス』『ダントツソ
リューション』を基軸とした3つの重点活動をオープンイノベーションも活⽤し、 1. イノベー
ションによる成⻑戦略 2. 既存事業の成⻑戦略 3. ⼟台強化のための構造改⾰ を推進し持続
的な成⻑を⽬指します。

２．既存事業の成⻑戦略

３．⼟台強化のための構造改⾰

• 次世代建設・鉱⼭機械、次世代コンポーネントの開発
• スマートコンストラクションの展開と次世代KOMTRAXの開発
• ＡＨＳ*1の展開と鉱⼭向けソリューションのプラットフォーム強化
• 産業機械のキーコンポーネントの内製化によるダントツ商品開発
• ギガフォトンのEUV光源*2 ・新商品の開発

• ダントツ商品を含む新商品の開発による拡販
• バリューチェーンでの収益拡⼤
• 鉱⼭機械事業の拡⼤
• 建機事業の拡⼤（アジア市場でダントツNo1、砕⽯・セメント業者向け建設機械で

のグローバルプレゼンス強化、分野商品の拡⼤等）
• 産業機械事業の拡⼤
• 林業機械事業の拡⼤
• M&Aの活⽤

• つながる⼯場による⽣産改⾰
• コストの継続的な削減（原価、固定費）
• 補給部品オペレーション改⾰
• 開発の筋⾁質化
• グローバルな⼈材強化、ダイバーシティを持続的発展につなげる仕組み作り

3. 中期経営計画の基本戦略

*1：AHSとはAutonomous Haulage Systemの略であり、無⼈ダンプトラック運⾏システムのことを指します。
*2：EUVとはExtreme Ultravioletの略であり、EUV光源は次世代の半導体製造技術のことを指します。

コマツの“ＩoＴ” ＩoＴで「⽣産から販売まで全ての⼯程」
がリアルタイムに連携/循環
ＩoＴで「⽣産から販売まで全ての⼯程」
がリアルタイムに連携/循環

ものづくりのつながる化 市場情報の⼯場直結化

ダントツ商品



10４. 顧客GEMBAから代理店、⽣産GEMBAまでつながるIoTの世界

AHS

代理店

スマートコンストラクション

顧客GEMBAの
イノベーション

代理店GEMBAの
イノベーション

⽣産GEMBAの
イノベーション
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５. ESGへの取り組み

社会からの要請に応える活動を、コマツウェイをベースにして、Ｅ（環境）/S（社会）/Ｇ（企
業統治）の各分野で更に強化推進していきます。

製品の使⽤によるCO2排出量削減

⽣産におけるCO2排出量削減

作業量あたり
25％削減*1

国内：△57%*2

• 2020年の⽬標削減率
• 原単位改善率
• 基準年：国内は2000年、海外は2010年
• 集計対象：海外を含むコマツグループの主要な⽣産事業所

コマツウェイ
コーポレートガバナンスの充実 モノ作り競争⼒の強化 ブランドマネジメントで意識改⾰

安全性向上技術開発により、コマツ製品
による顧客現場での災害ゼロを⽬指す

顧客現場の安全性の向上

コマツ対⼈地雷除去機
（カンボジア）

2015年3⽉に完成した
６校⽬の⼩学校
（カンボジア）

環境：Environment 社会：Society ガバナンス：Governance

社会貢献活動

地域社会と共に成⻑

インドでの溶接職業
訓練学校の⽀援

安全、健康、ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ徹底

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ強化
内部統制強化

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

リスクマネジメント

コーポレートガバナンス

リスク管理委員会
事業継続計画（ＢＣＰ）*3

情報セキュリティ
潜在的リスクの⾒える化活動

ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨへの取組み

コマツの杜
⼦供向けの理科教室

健康増進計画

*3：Business Continuity Planの略であり、災害・事故の発⽣時でも重要業務を継続または
短期間に復旧するため、事業継続計画（BCP）を策定しています。

海外：△32%*2

完全
無⼈化

情報化
施⼯

製品の使⽤によるCO2排
出量は、建機ライフサイ
クルの総排出量の約90%

*2

調達 ⽣産 販売・ｻｰﾋﾞｽ 使⽤ 回収・解体

*1：2025年に販売する新
⾞、2007年⽐

建設機械のライフサイクル

⽣産によるCO2排出量
は、建機ライフサイクル
の総排出量の約2%

現場 最適な保守提案
代理店

お客さま
施⼯管理
施⼯コスト
フリート管理
的確なサービス

機械稼動情報

⾞両情報管理システム
「KOMTRAX」



12６. 100周年に向けた成⻑
• 需要は当⾯停滞を想定しますが、イノベーションによる成⻑と既存事業の成⻑により、

業界⽔準を超える成⻑を実現します。



13７. 中期経営計画の経営⽬標

＜経営⽬標＞

成⻑性 • 業界⽔準を超える成⻑率を⽬指す。

収益性 • 業界トップレベルの営業利益率を⽬指す。

効率性 • ROEは10%レベルを⽬指す。

株主
還元

• 成⻑への投資を主体としながら、株主還元（⾃社株
買いを含む）とのバランスをとる。

• 連結配当性向を40％以上とし、60％を超えない限り
減配はしない。

健全性 • 業界トップレベルの財務体質を⽬指す。

リテール
ファイナンス事業

• ＲＯＡ 2.0%以上
• ネットD/Eレシオを5倍以下

• 従来の業界トップレベルの収益性と財務体質に加え、需要が停滞する中でも、業界⽔準を超
える成⻑性を⽬指します。

• 株主還元に⼀層配慮し、連結配当性向を40％以上とし、60％を超えない限り減配はいたしま
せん。

• リテールファイナンスをセグメント化し、全社とリテールファイナンス部⾨の収益性と財務
体質の透明性を⾼めます。リテールファイナンス部⾨は、独⾃の経営⽬標を設けます。

＜経営⽬標の考え⽅＞

＜資⾦の使途＞
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Ⅱ. コマツのＣＳＲについて
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経営課題

コマツウェイ

責任ある企業⾏動

本⽇皆様にお伝えしたいこと

ドメイン

経営の基本
・ライフサイクルを通じた環境負荷低減

・顧客現場の⽣産性・安全性向上
・⼈材育成

・事業所における環境負荷低減
・環境リスクマネジメント

・安全・社員の尊重
・⼈権への対応
・コンプライアンス・リスク管理
・CSR調達

・コーポレートガバナンスへの対応

Ｅ（環境）

S（社会）

G（ガバナンス）

本業を通じた
社会的課題
の解決
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1. コマツのCSRの系譜 –受け継がれるDNA-

創業者の思想

1917～70 ’71～ 現在

コマツの
事業

技術

人材育成

<地域創生>
・協力企業

の育成
・地域

との共生

1917 小松鉄工所 設立（鉱山機械開発）

‘21 小松製作所 誕生

’51 本社を小松から東京へ移転

「工業冨國基」
工業は国を富ませる基なり

人材育成こそが工業冨國基の基本

創業者 竹内 明太郎
（1860ー1928）

◆品質第一 ◆技術革新

◆海外への雄飛 ◆人材育成

 製作困難でわが国にはいまだ経験のな
いものを製作する。

 技術は人なり、企業は人なり
 地方に受けし寄与にむくいん（が為）

1917 見習生養成所

‘35 小松製作所工科青年学校

‘38 小松工業学校建設支援

‘11 こまつの杜
（本社機能の移転、地域の活性化）

’11 わくわくｺﾏﾂ館（子ども理科教室）

’50 協力企業組織化 ’61 小松会 ’69 小松みどり会 協力企業後継者委託研修生・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾘｰﾀﾞｰ研修受入

地域協力企業の指導養成 ｸﾞﾙｰﾌﾟとして技術ﾚﾍﾞﾙ・生産性向上、人材育成、環境・安全対応

’14 農業支援（ICTﾌﾞﾙ）
林業支援（ﾊﾞｲｵﾏｽ発電）

遊泉寺銅山で発電所・水路工事の支援
銅山閉山に備え、銅山開発機械の地域産業を興す

基礎技術の教育、実地の手腕（現場力）の養成

同業者が製作することを欲しないもの、製作困難のものを製作する

’31 農業用ﾄﾗｸﾀｰ ’61 全社品質管理導入（ﾏﾙA活動）

’47 ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ ’48ﾃﾞｲｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ ’64ﾃﾞﾐﾝｸﾞ賞受賞

本業における技術を社会に還元

〈北陸地区 機械産業クラスター〉

粟津工場では
６０％を北陸４県
から調達

建設・産業機械技術の養成

人の養成は将来を考えて努めて多く
‘11 ｺﾏﾂｳｪｲ総合研修ｾﾝﾀ

地域産業勃興こそ地域の活きる道

‘ 10金沢港利用開始
(ﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ化推進)

• 協力企業は対等なﾊﾟｰﾄﾅｰ
• 人材育成を支援
• 安全・環境・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・
技術力向上

<協力企業とのWin-win関係>

〈地域での工業技術の養成>

農村地域に工業を興す

工業技術は訓練するほど新たな産業を生み出す力がある

〈人を育てる>
社内研修と次世代育成拠点

‘07 ｺﾏﾂ工専

‘11 電力半減ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

’14 粟津に次世代工場

事業で培った技能を地域人材育成に還元

社会課題に対する取り組み竹内明太郎の思想発祥の地（⽯川県）における変遷

国産ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ第1号

「こまつの杜」（小松駅前）

地域（⼩松市）との共存共栄
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1985～ 1990～ 1995～ 2000～ 2005～ 2010～

コマツの事業

技術 体制

人材
育成

地域
支援

社員の
人材育成

グループの
人材育成
・代理店

・協力企業

地域の
人材育成

地球環境対応

ガバナンス
コンプライアンス

2. CSRのグローバル展開 –受け継がれるDNA-

’92 地球環境委員会
地球環境憲章

’97 ISO14001取得
‘11 生物多様性宣言

‘94 監査役会設置

‘95 ＩＡＢ設置(*)

‘99 執行役員制度、取締役会改組、報酬委員会

’01 コンプライアンス室の設置
‘98 行動基準発行 ‘14 第9版発行

‘11 CSR調達ガイドライン

‘98 倫理委員会

‘08 JMASとの地雷除去・復興支援活動

‘95 ﾘﾏﾝ（部品再生）事業開始

‘11 第4次排ガス規制対応

グローバルな活動の中で、創業者の思想と地域との共⽣のための取り組みが受け継がれている

‘96 排ガス規制対応開始

(*)International Advisory Board

TQM （継続的改善、PDCA)

グローバル（ローカル）リーダーの育成

コマツウエイ （強み、価値観の明文化）

パートナー(顧客・他社)との協業

自前開発（ハード、材料、生産技術）
産学連携（基盤技術）

M&A技術獲得（鉱山機械・管理ｼｽﾃﾑ、林業） ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（最先端技術）

IoT（つながる現場）電子制御 ICT（車体情報管理、遠隔管理、自律走行、自動制御）

海外生産拡大 グローバル連結経営

品質向上・フルライン化 鉱山機械 排ガス規制対応、省燃費、環境対応、安全性向上

ブランドマネジメント活動（ﾏｰｹﾃｲﾝｸﾞ・代理店人材育成）

雇用に結びつく技能習得支援

商品戦略

世界各地で機械・事業をｻﾎﾟｰﾄする人材育成

’08 低燃費対応 （ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ建機）

各地域ニーズに対応した人材育成・支援

建設・鉱山・産業機械技術の養成

基礎技術の教育、実地の手腕（現場力）の養成

事業で培った技能を地域人材育成に還元

地域協力企業の指導養成

本業における技術を社会に還元

ｸﾞﾙｰﾌﾟとして
技術レベル・
生産性・安全・
環境・コンプライ
アンス対応

社会課題に対する取り組み 具体的施策・活動

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ、ﾛﾎﾞｯﾄ(多角化)

各事業所、バリューチェーン全体による環境対応

コーポレートガバナンスとコンプライアンスの強化

マネジメント層の現地化推進

協力企業の人材育成

将来の経営幹部の育成

災害復興支援
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①⽣活を豊かにする
-事業を通じた社会的課題の解決-

②⼈を育てる

③社会とともに発展する

3. CSR重点分野

創業者の
思想

技術

⼈材
育成

地域社
会との
共⽣

ＣＳＲ重点分野

コマツは創業者の思想を現在のグローバルなCSR活動の中でも受け継いでいる

コマツの強みが活かせる
事業活動そのものを
ＣＳＲ活動と位置づけ、
本業を通じて、社会の要請
に応えていきます。

＜社会貢献活動＞
本業を通じたノウハウや
リソースを使いながら社会へ
還元する活動 （経常利益の
1％程度）

【創業期】 【2010年】

「事業活動＝ＣＳＲ活動」と位
置づけ、外部に発信

【2011年】

コマツにとっての価値

社
会

へ
の

価
値

ステークホルダーとの協力

災害復興支援
コーポレートガバナンス・コンプライアンス

環境対応製品

地域社会の発展

人材の育成

リマニュファクチャリング
（製品再生）

安全性向上

ビジネスパートナーを含めた社会のルー
ルの順守

基本的人権の尊重

雇用の平等

社員の尊重

地域住民の生活向上

お客さまへの責任ある対応

安全性向上製品

製品・サービス・お客さま 環境

社員

人権

倫理とガバナンス
地域社会

環境対応 （事業所・稼働現場）

高い

優先課題の洗い出しと、重点分野・活動の特定

高い

<2000年代>
ガバナンス・
コンプライア
ンスの強化

<90年代>
良き企業市民
としての活動

【1990年〜】
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本業を通じた活動

⽣活を
豊かにする
ｰ事業を通じた

社会的課題の解決ｰ

 インフラ整備と⽣活の向上に貢献する製品やサービスの提供
 イノベーションによる⽣産性/安全性向上・効率化・省エネルギー促進
 製品の稼働現場と事業所における環境対応
 製品のライフサイクルにおける環境負荷低減
 安全性の向上（お客様、社会、社員、ビジネスパートナー）

3. CSR重点分野
コマツの強みが活かせる事業活動そのものをCSR活動と位置づけ、本業を通じて、社会の要請に応える

スマートコンストラクション

本業を通じた活動 社会貢献活動

⼈を育てる

 コマツウェイを通じた⼈材育成
（社員、協⼒企業）

 ブランドマネジメントを通じた
⼈材育成（社員、代理店）

 多様性の尊重（ダイバーシティ）

 地域社会における⼈材育成

社会とともに
発展する

 ステークホルダーとの双⽅向のコミュニケーション
 コーポレートガバナンスとコンプライアンスの徹底
 ビジネスパートナーを含めた環境・労働・社会

規範遵守の促進

 災害復興⽀援
 本業を活かした地域社会への

貢献

代理店人材育成

協力企業支援

建機オペレーター育成支援

対人地雷処理機



204. 今⽇の社会課題（SDGs）とCSR重点分野の関連性

国際社会が2030年までに達成すべき17のゴールを定めたもの。2015年9⽉に国連で採択。
各国政府・企業は実現の責任を負う。

 SDGsとは Sustainable Development Goals = 持続可能な開発⽬標



214. 今⽇の社会課題（SDGs）とCSR重点分野の関連性

コマツの重点分野と関連の強い⽬標

経済成長と
雇用促進

強靭なインフラ整備、
持続可能な
産業促進と
技術革新推進

安全かつ
持続可能な
都市実現

気候変動
への対策
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Ⅲ. 社会（Ｓ）－本業を通じた社会的課題の解決

製品の使⽤によるCO2排出量削減

⽣産における O2排出量削減

作業量あたり
5％削減 1

国内： 7%*

0 削
• 単 改善率

基 国内 0年 外 年
• 計 象 海外を含 コマツ ル プの主要 ⽣ 事業所

安全性向上技術開発により、コマツ製品
による顧客現場での災害ゼロを⽬指す

顧客現場の安全性の向上

コマツ対⼈地雷除去機
（カンボジア）

2015年3⽉に完成した
６校⽬の⼩学校
（カンボジア）

環境：Environm nt 社会：Society ガバナンス：G ve nance

社会貢献活動

地域社会と共に成⻑

インドでの溶接職業
訓練学校の⽀援

安全、健康、ｺ ﾌ ﾗ ｱﾝｽ徹底

ｺｰ ﾟﾚｰ ｶ ﾊﾞ ﾝ 強化
内部統制強化

ｸﾞﾛｰ ﾞﾙﾏ ｼ ﾒﾝﾄｼ ﾃﾑ

リスクマネジメ ト

コーポレートガバナンス

リスク管理委員会
事業継続計画（ＢＣＰ） 3

情報セキュリテ
潜在的リスクの⾒える化活動

ﾀﾞｲﾊ ｰｼ ｨへの取組み

コマツの杜
⼦供向けの理科教室

健康増進計画

3：Business C ntinuity lanの であり 害・事故の発⽣時 も重要業 を継続または
短期間に復旧す ため 事 継続 画（BCP を策定し います。

海外 2%*2

完全
無⼈化

情報化
施⼯

製品の使⽤ よる O 排
出量は、建機ライフサイ

ルの総排出量の 90%

達 産 ﾋ 使 収

*1 20 5 に販売 新
⾞ 2007年⽐

建設機械のライフサイクル

⽣産 よるCO 排出量は
建機 イフサイクルの総
排出 の約 %

現場 最適な保守提案
代理店

客さま
施⼯管理

施 ス
 リート管理
的確なサービス

稼動

⾞ 情報管理システム
MT
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本業を通じた活動 社会貢献活動

⼈を育てる

 コマツウェイを通じた⼈材育成
（社員、協⼒企業）

 ブランドマネジメントを通じた⼈材育成
（社員、代理店）

 多様性の尊重（ダイバーシティ）

 地域社会における⼈材育成

社会とともに
発展する

 ステークホルダーとの双⽅向のコミュニ
ケーション

 コーポレートガバナンスとコンプライ
アンスの徹底

 ビジネスパートナーを含めた環境・労
働・社会規範遵守の促進

 災害復興⽀援
 本業を活かした地域社会への

貢献

本業を通じた活動

⽣活を
豊かにする
ｰ事業を通じた

社会的課題の解決ｰ

 インフラ整備と⽣活の向上に貢献する製品やサービスの提供
 イノベーションによる⽣産性/安全性向上・効率化・省エネルギー促進
 製品の稼働現場と事業所における環境対応
 製品のライフサイクルにおける環境負荷低減
 安全性の向上（お客様、社会、社員、ビジネス

パートナー）

1. 社会(S)-本業を通じた社会的課題解決の事例

１．持続可能な鉱山運営の支援
（無人ﾀﾞﾝﾌﾟｼｽﾃﾑAHS・ﾘﾏﾝ事業）

２．土木建設現場の課題解決支援
（スマートコンストラクション・ICT）

３．建設機械やものづくり分野での
地域人材育成支援



242. 持続可能な鉱⼭運営の⽀援①
鉱山事業における課題 中長期展望

1990 2000 2010 2020-

生産性
・サービス
ソリューション

・商品レンジ
拡大

・ICT活用

安全性

環境性

地域社会貢献・
地域人材育成

サービス人材
育成

業界動向 資源会社による寡占化 新興国経済伸長
資源ブーム

資源価格低迷
投資抑制

（980E 400トン）

超大型・坑内掘り商品

インドネシアBDFプロジェクト

女性服役者をリマンで人材活用（‘12チリ）

（ ‘14南ア）

（ ‘15ブラジル）

 地域人材育成（ ‘02豪州）

人材開発センタ （ ‘08フィリピン）

お
客
様
と
実
現
す
る
持
続
可
能
な
鉱
山
運
営

事
業
を
通
じ
た
支
援

無人ダンプ
開発着手

鉱山サービス員実習生受入れ （ ‘07チリ、‘09豪州）

人
材
育
成
・雇
用
に
よ
る
支
援

ライフサイクルコストビジネス拡大

安定生産 安全性
地域社会
（環境）

人材育成

都市化率上昇世界人口増

鉱物需要増

サービス・プロサポの直接対応

エレキダンプ大型化
（930E 320トン） （960E 360トン）

遠隔管理

実用化（ ‘04チリ） （ ‘11豪州）

リマンビジネス

（ ‘16南ア・豪州・ペルー）

Komtrax Plus 標準搭載
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2. 持続可能な鉱⼭運営の⽀援②
－安全性と安定⽣産に貢献するAHS（無⼈ダンプトラック運⾏システム）－

AHS事業を通じて、安全で環境に優しく、生産性を維持向上できるソリューションを提供します

安全性の課題

AHSによる鉱山運営

300ｔダンプが自律走行

24時間の
稼働体制

走行路の
長距離化

環境面の課題

無駄な
排ガス

タイヤ
の摩耗

鉱山運営の課題

不安定な
生産量

運転手の
移動費用

運転操作
のムラ

安定した
走行/排土

遠隔管理/
無人運転

数値化/
見える化

現場から1500kmの管制室 排土の高精度再現性

整然とした走行軌跡 稼働状況の見える化

0% 0% 0% 0% 0% % 0% 1%
3%

%

13%

18%

22%
9%

12%

6%

1% % 0%0%
0%

5%

10%

15%

20%

25%

5
0
%

5
0

5
5
%

5
5

6
0
%

6
0

6
5
%

6
5

7
0
%

7
0

7
5
%

7
5

8
0
%

8
0

8
5
%

8
5

9
0
%

9
0

9
5
%

9
5

1
0
0%

1
0
0

1
05

%

1
0
5

1
10

%

1
1
0

1
15

%

1
1
5

1
20

%

1
2
0

1
25

%

1
2
5

1
30

%

1
3
0

1
35

%

1
3
5

1
40

%

1
4
0

1
45

%

% of Payload  Target

                 
           

オペレーションの数値化

課
題

コ
マ
ツ
の
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

自
律
走
行
に
よ
る
安
全
性
の
確
保

最
適
な
操
作
に
よ
る
燃
費
改
善

稼
働
デ
ー
タ
の
集
積
と
運
営
改
善
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2. 持続可能な鉱⼭運営の⽀援③
－リマン（部品再⽣）事業を通じた循環型社会の形成とチリにおける職業訓練－

使用済み部品を新品同等の品質に蘇らせ、市場へ再供給するリマン事業を推進します

※リマン：Remanufacturingの略語→使用済みコンポーネントを再生すること

環境面の課題

リマン事業による課題解決

資源の
節約

廃棄物
の削減

鉱山運営の課題

運営
コスト

休車の
リスク

地域社会の課題

雇用機会
の創出

女性の
活躍

高品質な
機械

リユース/リデュース/
リサイクル

課
題

コ
マ
ツ
の
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

部
品
再
生
に
よ
る
資
源
の
有
効
活
用

対象部品 ｴﾝｼﾞﾝ ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ ﾊﾟﾜｰﾓｼﾞｭｰﾙ ｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝ

油圧ｼﾘﾝﾀﾞ ﾋﾟｽﾄﾝﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ ﾎｲｰﾙﾓｰﾀ

品質保証/
適正な在庫管理

女性受刑者の
職業訓練

女
性
刑
務
所
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
（チ
リ
）

KRCCリマン訓練所入口
(右:リハビリ施設長,左:監督長)



273. ⼟⽊建設現場の課題解決⽀援

日本の建設業界の課題

ＩＣＴ建機による土木工事 （ＩＣＴ施工）

快適トイレ女性専用の
技能講習

若者の
就業減

熟練技能
者不足

普遍的な課題

安全・
信頼性

生産性
低コスト

環境
性能

国交省の動向

ICT施工の
推進

女性進出
支援

コマツはＩＣＴ施工や「スマートコンストラクション」などを通じて、土木建設現場の課題解決
を支援します

Ｉ
Ｃ
Ｔ
建
機
の
施
工

従
来
施
工

安全 高精度 人材活用

スマートコンストラクション

効率化 生産性

女性進出支援

課
題

コ
マ
ツ
の
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

見える化
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カ
ミ
ン
ズ
と
の
協
業

4. 建設機械やものづくり分野での地域⼈材育成⽀援
建設・鉱山機械関連技能やものづくり伝授などでの地域人材育成支援を推進しています

１．雇用に結びつくための技能習得支援

２．事業で培った分野における支援
*建設・鉱山機械に関連する技能
*ものづくりの伝承

３．コマツの顔が見える実質的な支援
*講師派遣、研修生受入、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ運営

・南米ペルー、南アフリカ、ｵｰｽﾄﾗﾘｱ、米国（ユタ州）
にて、技能者育成のための支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを準備中。

両社CEOによるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ契約調印
(2016年4月)

地
域
⼈
材
育
成
の
狙
い

⽀
援
内
容
と
事
例

地
域
⼈
材
育
成
の
変
遷

‘05 ‘06 ‘07 ‘08 ‘09 ‘10 ‘11 ‘12 ‘13 ‘14 ‘15 ‘16

生
産
や
機
械
稼
動
を

支
え
る
人
づ
く
り

各地での研修生受入ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ展開

南ｱﾌﾘｶ基礎教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

各地域 建機ｺｰｽ・人材開発センタ開設

2016年
カミンズと地
域人材育成

生産・ものづくり

サービスメカニック育成

建機オペレーター技能

基礎教育

溶接指導 （インド）

講師派遣・教材提供（ﾐｬﾝﾏｰ）

研修生受入れ（ﾘﾍﾞﾘｱ）

顧客とﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ運営（南ｱﾌﾘｶ）

両社が各地人材育成におけるお互いの取り組み
を補完し、協業を通じてより社会にインパクトある
支援を推進する。

ﾍﾟﾙｰで支援する学校の様子

雇
用
に
必
要
な

技
能
習
得
支
援

ﾁﾘ服役者技能ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ開設

オペレータ育成

各地域大学・職業訓練校支援
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Ⅳ. 環境（Ｅ）－ 製品の使⽤による
CO2排出量削減

製品の使⽤によるCO2排出量削減

⽣産におけるCO2排出量削減

作業量あたり
25％削減*1

国内：△57%*2

• 2020年の⽬標削減率
• 原単位改善率
• 基準年：国内は2000年、海外は2010年
• 集計対象：海外を含むコマツグループの主要な⽣産事業所

安全性向上技術開発により コ ツ製品
による顧客現場での災害ゼロを⽬指す

顧客現場の安全性の向上

コ ツ対 地雷 去機
（ ンボ ア

2015 3⽉ 完成 た
校 ⼩学
カンボ ア）

環境：Environment 社会 S ciety ガバナ ス：Governance

社会貢献活動

地域社会と共に成⻑

イン での溶接職業
訓練学 の⽀援

安全、健康、ｺﾝﾌ ﾗ ｱ ｽ徹底

ｰﾎﾟ ｰﾄｶ ﾊﾞ ﾝ 強化
内部統制強化

ｸﾞ ﾊﾞ ﾏﾈｼ ﾒﾝ ｼｽﾃ

リスクマネジメ ト

コーポレートガバナンス

リスク管理委員会
事業継続計画（ＢＣＰ）

情報セキュリテ
潜在的リスクの⾒える化活動

ﾀ ｲﾊ ｰｼﾃｨへの取組み

コマツの杜
⼦供向けの理科教

健康増進計画

：Busin ss Conti ity Planの略で り 災害 事故の発 時でも 要業務を 続または
期間に復 するため 事業継 計画 CP）を 定してい す。

海外：△32%*2

完
無⼈化

情報化
施⼯

製品の使⽤によるCO2排
出量は、建機ライフサイ
クルの総排出量の約90%

*2

調達 ⽣産 販売・ｻｰﾋﾞｽ 使⽤ 回収・解体

*1：2025年に販売する新⾞、
2007年⽐

建設機械のライフサイクル

⽣産によるCO2排出量は、
建機ライフサイクルの総
排出量の約2%

現場 最適な保守提案
代理店

お客さま
施⼯管理
施⼯コスト
フリート管理
的確なサービス

機械稼動情報

⾞両情報管理システム
「KOMTRAX」
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建設機械ライフサイクルにおける
製品CO2排出割合

製造時

製品
使⽤時

⽣産活動によるCO2排出量
製品使⽤によるCO2排出量

2015年度データ

全体の98%

建設機械の製造から廃棄までのライフサイクルにおいて
製品使⽤時に排出するCO2が約9割を占めています

１．建設機械のライフサイクルにおけるCO2排出量
製品の使⽤によるCO2排出量削減①
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２．⽣産活動によるCO2排出量削減

⽣産活動によるＣＯ2排出量削減
2020年⽬標

国内：▲57%(2000年⽐)
海外：▲32%(2010年⽐)
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製品の使⽤によるCO2排出量削減②
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製品の使⽤によるＣＯ2排出量削減
2025年⽬標

作業量あたり25%削減 (2007年⽐)

３．製品使⽤によるCO2排出量削減

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2007 2015 2020 2025

戦略地向け
ダントツ⾞
機種展開

低燃費技術
導⼊

当年度新⾞販売の排出量推移

次世代
建機

戦略地向け
ダントツ⾞

導⼊
(低燃費⾞)

低燃費技術
導⼊・展開

製
品

の
CO

2排
出

量

40

60

31

44

伝統市場

戦略市場 戦略市場

ハイブリッド 戦略市場伝統市場

100

75

製品の使⽤によるCO2排出量削減③

伝統市場： ⽇本、北⽶、欧州
戦略市場： 中国、中南⽶、アジア、オセアニア、アフリカ、中近東、CIS
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(１) 製品開発によるCO2削減

燃費の良い製品を提供することにより
CO2排出量削減⽬標を達成いたします

(a)コマツ独⾃開発のハイブリッド油圧ショベル (b)新型バッテリーフォークリフト

・急速補充電
・イージーメンテナンス
・アウトドア稼動可

製品の使⽤によるCO2排出量削減④
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(a)スマートコンストラクション (b)KOMTRAX

(２) 作業効率向上によるCO2削減

地形や建設機械の稼動状況を解析し、
お客様の環境活動に対して

最適なソリューションを提案をいたします

省エネ運転⽀援レポート

製品の使⽤によるCO2排出量削減⑤
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Ⅴ.ガバナンス（Ｇ）－ コーポレートガバナンス
とグローバルマネジメント

製品の使⽤によるCO2排出量削減

⽣産における O2排出量削減

作業量あたり
5％削減 1

国内 7%*

0 削
• 単 改善率

基 国内 0年 外 年
• 計 象 海外を含 コマツ ル プの主要 ⽣ 事業所

安全性向上技術開発により、コマツ製品
による顧 現場での災害 ロを⽬指

顧客現場の安全性の向

コ ツ ⼈地雷 去機
（ ンボ ア）

201 3⽉ 完成した
校 ⼩学校
カ ボジア）

環境：Environm nt 社会 Soci ty ガバナンス：Governance

社会貢献活動

地域社会と共に成⻑

イン での溶接職業
訓練学校の⽀援

安全、健康、ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ徹底

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ強化
内部統制強化

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ

リスクマネジメント

コーポレートガバナンス

リスク管理委員会
事業継続計画（ＢＣＰ）*3

情報セキュリティ
潜在的リスクの⾒える化活動

ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨへの取組み

コ ツの杜
⼦供向 の理科教

健康増進計画

*3：Business Continuity Planの略であり、災害・事故の発⽣時でも重要業務を継続または
短期間に復旧するため、事業継続計画（BCP）を策定しています。

海外 32%*2

完全
無⼈化

情報化
施⼯

製品の使⽤によるCO 排
出量は、建機ライフサイ

ルの総排出量の 90%

2

達 産 ﾋﾞ 使 収

*1 2025 に販売 新
⾞ 200 年⽐

建設機械のライフサイクル

⽣産 よるCO 排出量
は 建機ラ フサ クル
の総 出量の約2

現場 最適な保守提案
代理店

客さま
施⼯管理

施 ト
 リート管理
的確なサービス

動

⾞ 情報管理システム
MT
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２８人
(社外取締役０人)

取締役会取締役会

監 査 役監 査 役

３人

（社外１人）

●監査役会 （１９９４年）

●１９９４年：４人（社外監査役２人）

その他の組織・制度その他の組織・制度

●執行役員制 （１９９９年）

●インターナショナル・アドバイザリー・ボード （１９９５年 国内外有識者３～４名）

●報酬諮問委員会 （１９９９年 社内１名、社外４名）

２００４年：１０人
（社外取締役２人）

２００３年：８人
（社外取締役２人）

●コンプライアンス委員会 （２００１年 経営トップと労組代表で構成）

１９９９年：８人
（社外取締役１人）

２００５年：１０人
（社外取締役３人）

（１）１９９０年代から、コーポレートガバナンスの強化を図ってきた
（２）コマツウェイでも、「コーポレートガバナンスの充実」を最重要事項と定義
（３）「取締役会」 をコーポレートガバナンスの中核と位置付けて改⾰

（１）１９９０年代から、コーポレートガバナンスの強化を図ってきた
（２）コマツウェイでも、「コーポレートガバナンスの充実」を最重要事項と定義
（３）「取締役会」 をコーポレートガバナンスの中核と位置付けて改⾰

●２００６年：５人（社外監査役３人）

1. コマツのコーポレートガバナンスの歴史

人事諮問委員会（２０１５年）●

1990年～ 2000年～ 2010年～

片田’89～ 安崎’95～ 坂根’01～ 野路‘07～ 大橋‘13～



372. コマツの取締役会の改⾰①（運営）
取締役会の構成と運営⾯において、実質的に機能させる努⼒を⾏なう取締役会の構成と運営⾯において、実質的に機能させる努⼒を⾏なう

１）社⻑報告

２）CFO報告

３）重要事項の複数回審議：・社外取締役の理解と発⾔促進

４）取締役会での業務報告：

５）取締役会外でのフリーディスカッション

６）⼦会社取締役会の活性化

７）監査役も、取締役と同様の発⾔ （社外役員⽐率は 40％）

１）社⻑報告

２）CFO報告

３）重要事項の複数回審議：・社外取締役の理解と発⾔促進

４）取締役会での業務報告：

５）取締役会外でのフリーディスカッション

６）⼦会社取締役会の活性化

７）監査役も、取締役と同様の発⾔ （社外役員⽐率は 40％）

＜運営＞

・売上げベースで 99％
・１％の事業についても、コンプライアンス、

ガバナンスを中⼼に報告
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⿊本
取締役

情報化施⼯
KOMTRAX 

AHS

髙村
取締役
CTO

（研究・開
発）
環境

⼤橋
社⻑
⽣産

鉱⼭機械
ＩＴ

藤塚
副社⻑

CFO

森
取締役

⼈事・教育
安全

健康管理

篠塚久
取締役

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

⽊川
社外取締役

経営
B to C

顧客視点

奥
社外取締役

経営
⾦融・財務

Ｍ＆Ａ

薮中
社外取締役

外交
地政学

野路
会⻑

⼭根
監査役
財務
広報

IT経験者

⼭⼝
社外監査役
⾦融・財務
マクロ経済
専⾨家

篠塚英
社外監査役
⼥性活躍

労働経済学
⼈事制度

松尾
社外監査役
弁護⼠

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ

⼭⽥
監査役

事業経験者

取 締 役 会

2. コマツの取締役会の改⾰②（構成）
時々の経営課題や外部環境に照らし、有効に機能するメンバー構成を⽬指す時々の経営課題や外部環境に照らし、有効に機能するメンバー構成を⽬指す



393. グローバルマネジメント①
（１）機能別組織を主体としたマトリックス経営
（２）本年度よりグローバル戦略を審議する戦略検討会に、外国⼈オフィサーが⼊る
（３）経営課題、戦略、情報をシェアすることを重視

（１）機能別組織を主体としたマトリックス経営
（２）本年度よりグローバル戦略を審議する戦略検討会に、外国⼈オフィサーが⼊る
（３）経営課題、戦略、情報をシェアすることを重視

戦略検討会
日本人

+
外国人
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社名 区分 国名 経営トップ ⼊社年
コマツアメリカ㈱ 地域統括 アメリカ ナショナル 1987
モジュラーマイニングシステムズ㈱ 開発・⽣産・販売法⼈ アメリカ ナショナル 1993
ヘンズレー・インダストリーズ㈱ 開発・⽣産・販売法⼈ アメリカ ナショナル 1986
コマツブラジル㈲ ⽣産法⼈ ブラジル ⽇本⼈ -
コマツブラジルインターナショナル㈲ 販売法⼈ ブラジル ⽇本⼈ -
コマツカミンズチリ㈲ 販売法⼈ チリ ナショナル 1999
欧州コマツ㈱ 地域統括 ベルギー ナショナル 1992
英国コマツ㈱ ⽣産法⼈ 英国 ナショナル 1992
コマツジャーマニー㈲ 開発・⽣産・販売法⼈ ドイツ ナショナル 1996
コマツイタリア製造㈱ ⽣産法⼈ イタリア ナショナル 1991
コマツオーストラリア㈱ 販売法⼈ ｵｰｽﾄﾗﾘｱ ナショナル 2004
コマツインドネシア㈱ ⽣産法⼈ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ナショナル 1994
バンコックコマツ㈱ ⽣産法⼈ タイ ナショナル 2009
コマツインディア㈲ ⽣産法⼈ インド ⽇本⼈ -
⼩松（中国）投資有限公司 地域統括 中国 ナショナル 1985
⼩松⼭推建機公司 ⽣産法⼈ 中国 ナショナル 1996
⼩松（⼭東）⼯程机械有限公司 ⽣産法⼈ 中国 ナショナル 1995
㈲コマツ・シー・アイ・エス 販売法⼈ ロシア ⽇本⼈ -
コマツ南アフリカ㈱ 販売法⼈ 南ｱﾌﾘｶ ナショナル 1999
コマツフォレスト（株） 開発・⽣産・販売法⼈ スウェーデン ⽇本⼈ -

経営トップを⽇本⼈に依存するのは ブラジル、インド、ロシア、スウェーデンのみ。
ナショナルのトップはすべて⽣え抜きである。
経営トップを⽇本⼈に依存するのは ブラジル、インド、ロシア、スウェーデンのみ。
ナショナルのトップはすべて⽣え抜きである。

3. グローバルマネジメント②
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コマツは、本年7⽉21⽇、当社の⽶国における完全⼦会社であるコマツアメリカを通じて、
ジョイ・グローバル社の買収を⾏なう予定であることを公表しました。

<ガバナンス上の特徴>

1. 社内関係者のステアリングコミッティは１０回以上
2. グローバルオフィサーも参加
3. 取締役会の正式議題は５回． 進捗報告を⼊れると１０回実施． 活発な質問、意⾒
4. 買収発表後も、取締役会で進捗状況を毎⽉報告

4. ジョイ・グローバル社買収とガバナンス

[コマツ ⼤橋社⻑(左)とジョイ・グローバル社 Doheny社⻑]
⽶国北部の鉄鉱⽯鉱⼭． ”Ｐ＆Ｈ”は Joy Global社の ブランドのひとつです．

[コマツのダンプトラック(左)とジョイ・グローバル社のロープショベル]
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43第７期インターナショナルアドバイザリーボード（ＩＡＢ）

Mr. John Bellinger
(ｼﾞｮﾝ・ﾍﾞﾘﾝｶﾞｰ氏)

Mr. Theodore Solso
(ｾｵﾄﾞｱ・ｿﾙｿ氏)

Mr. Jouko Karvinen
(ﾖｳｺ・ｶﾙﾋﾞﾈﾝ氏)

現職
2016年

5月 米国弁護士事務所 ARNOLD &
PORTER LLP パートナー

米国ゼネラルモータース
：筆頭独立取締役

• ノキア監査役会メンバー
• IMD（スイスのビジネススクー

ル）監査役会メンバー
• SKF（スウェーデンのベアリング

メーカー）監査役会メンバー

略歴 • 国務省主席法律顧問
• 大統領および国家安全保障

会議の法律顧問
• カミンズ社 CEO

• ストラ・エンソ（フィンランド大
手製紙会社）CEO

目的

マネジメント ＩＡＢ
【経営全般】

ハイテク＆イノベーション ＩＡＢ
【技術中心】

取締役会に対し、経営全般に関する
助言や提案を行う

イノベーションと技術戦略について
コマツの現状評価と将来への助言や提案を行う

◆アドバイザー：3名 （メンバー：17名）

社外取締役 3名 奥 正之、藪中 三十二、木川 眞
社内取締役 7名 野路（会長）、大橋（CEO)、藤塚（CFO)、髙村（CTO）、篠塚（建機ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ本部長）

黒本（ICTｿﾘｭｰｼｮﾝ本部長）、森（人事・教育、安全・健康管理管掌）
執行役員 4名 高橋（CIO）、岩本（開発本部長）、小川（生産本部長）、稲垣（経営管理部長）



44「安全衛⽣に関する社⻑メッセージ」・「コンプライアンス５原則」

◆ＳＬＱＤＣの考え方

優先順位 Safety ⇒ Law ⇒ Quality ⇒ Delivery ⇒ Cost

自分、家族、友人に

対するコミットメント

社会に対する

コミットメント
お客様に対する

コミットメント

代理店・ＤＢに

対するコミットメント

会社存続のための

経営層に対する

コミットメント

「コマツの行動基準」を補足するものとして、「安全衛生に関する社長メッセージ」と
「コンプライアンス５原則」を作成し、全世界の職場に掲示している。


